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金額

(千円)

令和 3年度  事 業 報 告 書
令和 3年 4月 1日 から令和 4年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人全国万引犯罪防止機構

1 事業の成果
令和 3年度は、前年度に引き続き現役の警視庁警察官 1名の派遣を受ける等、事務局の体制を強化し
た。加えて資金面では会員及び新規会員から多大な協力を頂いた。事業としては2017年の「万引対策
強化宣言」に基き推進している各プロジェクトの活動をさらに推進し、それぞれが実行段階に入つた。
また、当機構は「認定個人情報保護団体」 (2021年 1月 26日認定)と しての活動を開始した。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【41,134】 千円)

(2)その他の事業

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び

人   数

事業費の

金額

(千円)

調査研究活動第 13回全国小売業不明ロス
・店舗セキュリティ実態調
査、全国万引対策実態調査
の1自■口調杏の生怖^

令和3年 4月 ～

令和4年 3月
本部 (東京 )
にて実施

5人 全国の小中高

校関係者及び

小売業関係者
糸旬R000人

1, 185

建議提言活動マイバッグ使用マナーのポ
スター作成・提言。インタ
ーネット委員会活動。緊急
通報システムプロジェクト

令和3年4月 ～

令和4年 3月
本部 (東京)
から全国に向
けて実施

15人 全 国 の消 費
者、小売業、

防犯団体、報
道機関等多数

418

普及啓発活動高齢者万引防止プログラム

策定委員会活動。2021年度
ロス対策年間チャー ト、損
害賠償請求の手引の配布。

令和3年4月 ～

令和4年 3月
本部 (東京)
から全国に向
けて実施

20人 全国の小売業
団体、警察、

報道機関等約
2,000人

650

教育研修活動 LP教 育制度作成委員会活
動、各種研修会等への講師
派遣等。

令和3年4月 ～

令和4年 3月

本部 (東京 )
及び全国各地

20人 全国の小売業
団体、地元警
察等多数

34, 68
5

情報収集・提
供活動

万引犯罪統計、事件・事例
・対策等の収集と機関紙、
ホームベージ等を通じた情
器の棉世

令和3年 4月 ～

令和4年 3月
本部 (東京 ) 6人 全国の関係習

多数

4, 196



書式第 14号 (法第 28条関係)

令和 3年度 活動計算書
事 業 報 告 用

特 曽剌

10定非営利活動に係る事業
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その他●■
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受取寄附金

受取助成金

売 上

2

正会員受取会費

講演料収入
受取利息
雑収益

賛́助会員受取会費
出版対策本部受取会,
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旅費交洒費
通信運螢費
僣品・消耗品費
印助製本費
リース料
保険料
広告宣伝費
新聞図書贅
接待交際費
減価償却費
租税公課
外注費
支払手数料
雑費

口査研究事薬費
建議提書事桑贅
普及推進事業費
教育研修事業貴
情報収集・提供事業贅
出版対策本部亭栞
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 全国万引犯罪防止機構

現金預金
欄卸資産

13,295,014
56,800

■日□腱慶饉田働■

':_,①

‐
_ 13 :鰤11814

減価償却累計額
却資産 280,800

△ 280,800

4

【A】 資 産 合 計 ①十② 13,35:・ 814

3-1】_■■_僣 の _彗

140,301
3,675,000
156,773

3.9'20■

未払金
前受金
り金

6746正
-274 934

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 13.351,81
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16 28

令和 3年度  計算書類の注

特定非営利 全 万引犯罪防止機構

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 、2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)に
よっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当ありません。

(2)固定資産の減価償却の方法
該当ありません。

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

該当ありませ
ん。

引当金

“
)私設の提供等の物的サービスを受入れた場合の会計処理
私設の提供等の物的サービスの受入れは、活動計算書に計上しています。

(5)消費税等の会計処理
消費税の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
(単 :円 )

(単 円

事 業 報 告 用

科 日
調査研究 建議提言 普及推進 教育研修情報収集提伊

事業部門計 管理部門 合 計

1.249,932 441,489 682.302 36.488,844 4.414.898 53,538.531 3,797,805 57,386.336

191.324 67.578 104.439 5.5〔 5.267 675.779 6. 623. 509 2.152.838 8. 776. 347

l.185,470 417.772 649. 973 34.6〔 5.188 4,195.985 41. 134,388 13.367.193 54.501,581

I 経常収益
1 受取会費
2 受取寄附金
3 受取助成金等
4 事業収益
5 その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

金額内容 算定方浮



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

(単

5.固 定資産の増減内訳
位

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事

項

事業費と管理費の按分方法

経常費用合計57,611,270円のうち、事業費44,244,077円 (76.8%)、 管理費13,367.193円 (23.2%)

その他の事業に係る資産の状況

（
０

科 目 取得 減 少期首取得価額 期末取得価額 減価値却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産
車両運搬具
什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

科 目

計算書類に

計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計

( )



書式 17号 (法第 28条関係)

令和 3年度特定非営利活動に係る事業 会計財産目録
令和4年 3月 31日現在

特定非営利活動法人 全国万引犯罪防止機構

科 目 金 額   (単位 :円 )

資産の部
1 流動資産
現金預金

現金

普通預金 みずほ銀行四谷支店
普通預金 三菱UFJ銀行四谷支店出版
普通預金 三菱UFJ銀行四谷支店LP
ゆうちょ銀行

棚卸資産

未収金

事業未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
土地

建物

車両運搬具

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
短期借入金

令和4年度会費前受金

預り金 (未払い金)

未払金 (令和3年度分)

流 動 負 債 合 計

2 固定負債
長期借入金

退職給与引当金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産
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809

591,744

13,295,014

13,351,81」

13,351,814

56,800
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3,675,000
156,773

140,301

3, 972,074

3, 972,074

9,379,740



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 年間役員名簿

令和3年 4月 1日 から令和4年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人全国万引犯罪防止機構

夕 1′   々
1又  ´

「

1 氏    名 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事 タケハナユタカ

竹花豊

令和3年 4月 1日 ～

令和4年 3月 31日
無 し

理事

カトウカズヒロ

加藤和裕
令和 3年 4月 ]日 ～

令和4年 3月 31日
無 し

理事

ミツザ不アキラ

光員章
令和3年 4月 1日 ～

令和4年 3月 31日
無 し

理事

ワカマツオサム

若松修
令和3年 4月 1日 ～

令和4年 3月 31日
無 し

理事

ヤハタヒデジ
矢幡秀治

令和3年 4月 1日 ～

令和4年 3月 31日
無 し

理事

イシダタケヒコ

石田岳彦
令和3年 4月 1日 ～

令和4年 3月 31日
無 し

理事

サ トウヒジリ

佐藤聖
令和3年 4月 1日 ～

令和4年 3月 31日
無 し

理事

フクイコウ

福井昂
令和 3年 4月 1日 ～

令和4年 3月 31日
征 し

理事

マスイトクタロウ

増井徳太郎

令和3年 4月 1日 ～

令和4年 3月 31日
無 し

理事

タナカノリマサ

田中法昌

令和 3年 4月 1日 ～

令和4年 3月 31日
無 し



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和3年度 年間役員名簿

令和3年 4月 1日 から令和4年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人全国万引犯罪防止機構

夕L  々
1又  イコ 氏   名 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事

キクマユキノ
菊間千乃

令和 3年 4月 1日 ～

令和4年 3月 31日
無 し

理事

クロキヨシヒデ
黒木慶英

令和3年 6月 15日 ～

令和4年 3月 31日
無 し

理事

オウガマサヒロ

相賀昌宏
令和3年 4月 1日 ～

令和4年 3月 31日
無 し

理事

オウミハジメ

近江元

令和 3年 4月 1日 ～

令和4年 3月 31日
無 し

理事

ヤマウチヒロシ

山内浩司

令和 3年 4月 1日 ～

令和4年 3月 31日
無 し

理事

イナモトヨシノリ
稲本義範

令和 3年 4月 1日 ～

令和4年 3月 31日
無 し

理事

ヒグチタテシ

樋口建史

令和 3年 4月 l日 ～

令和4年 3月 31日
無 し

理事

トヨカワナホ
豊川奈帆

令和 3年 4月 1日 ～

令和4年 3月 31日
無 し

理事

ヨシカワノリアキ
吉川徳明

令和 3年 4月 1日 ～

令和4年 3月 31日
無 し

理事

ヨシダススム

吉田奨
和3年 4月 1日

和4年 3月 31日



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和3年度 年間役員名簿

令和3年 4月 1日 から令和4年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人全国万引犯罪防止機構

役 名 氏    名 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事

イタミトシヒコ

伊丹俊彦

令和3年 4月 1日 ～

令和4年 3月 31日
無 し

理事

ヨシカワセイジ

吉川誠司
令和3年 6月 15日 ～

令和4年 3月 31日
無 し

監事

コバヤシヨシノ
ガヽホ本夕子員」

令和3年 4月 1日 ～

令和4年 3月 31日
無 し

監事

イナガキミノル

稲垣稔
令和 3年 4月 1日 ～

令和4年 3月 31日
無 し



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

令和4年3月 31日現在

特定非営利活動法人全国万引犯罪防止機構

氏    名

1
加藤和裕

2
佐藤聖

3 椎名
日出男

4 渋谷
二三夫

5
瀬沢外茂幸

6
内藤正美

7 稲本義範

8 福井昂

9
山村秀彦

10
米本品子

11

12


